
司号必h・
面河
第 5号第 102巻

マルクス生誕150年記念号

昭
和
二
七
年
二
一
月
一
日
第
三
積
務
便
物
混
可

明
創
刊
二
週
年
六
月
二
一
-
目
国
有
鉄
道
山
特
別
承
認
雑
誌
第
-
-
九
九
号

1 

33 

蔵

清

彦

惇

男

チ二

恭
上

口生産力と生産関係との論理的な関係・・H ・H ・-出

松

島

池

慌

釦

沼

経

悼

世

と

市

家

界

国

μμ
↑

「

ー

レ」

4
Q

系

け

体

お
判

に
批

見

学

ク

済

ル

経

7 GO 

19世紀中葉における資本の
匝接的牛産過程…...・H ・-・・.......~.・ H ・ H・-……坂 96 和本

125 治孝チド思し、出すままに……・・・ ・…・ H ・.....・ H ・"1&

128 

134 

131 

マルク月の書簡について…・・ーー……-・・・田編集委員会

トリーノレのマノレク 民生誕記念祭記事 ……- 編集委民会

京都大学経済学部所蔵マノレタス・エ
ンゲノレス著作(1845- 1894)目録 経 済 学 部

マルク只「資本論J100年・マルグ 1 調査資料室編
生誕 150年記念論文・記事目録

昭和 43年 11月

草 郡大事鱈掛事奮



96 (418) 

19世紀中葉における資本の直接的生産過程

『資本論』第 1部第13章の歴史的解釈一一

坂本和

I 問題と視角

イノレクスおよびνγにおける資本主義の発展段階の把握， とりわけりレ

タスの「資本論』をロ V アとし、う特定の資本主義国の経済構造分析に適用したレ

一三ジの『ロジアにおける資本主義の発展』における資本主義の発展段階把握の

もっとも犬きな特徴は，な仁よりもまずそれが資本の直接的生産過程=剰余価

値生産の方法の発展段階壱基礎としてL、る点にある。すなわち，レーェンは，

同上書第7章 i12 ロγ アの工業における資本主義の発展の 3段階」の目頭で，

iCロシアの工業における資本主義の~一一引用者)発展の主要な段階は 3つある。

すなわち，小商品生産(小規模な，主として農民的な営業)，資本主義的マニュ

ファグチヱ 7，工場(機械制大工業)であるJcrロシアにおける資本主義の発展J，レ

ーユン全集第3巻， 572ベ ジ)とのベて，産業資本の確立にし、たる資本主義の発

展を，労働過程の展開に基礎づけられた生産関係=資本主義経営の展開，つま

り資本の直接的生産過程の展開壱基礎として把握している。そして，これが，

『資本論』第 1部「資本の生産過程」の論理的叙述が内包している資本の直接

的生産過程の発展段階規定，すなわち単純商品生産→小資本家経営→単純協業

〔初期マニュファクチュア)→マニュファクチ ι ア→工場と b、う発展段階規定の

現実にそくした再構成であったととは，レーニン自身がのべているところであ

る (r戸シアにおける資本主義の発展j， レーニ γ 全聾第3巻 581-582へージ)。剰余

価値生産こそが，まさに資本主義の本質規定であるとすれば，このようなマノレ

グユおよびレーュソによる資木主義の発展段階の把握は，けだし当然というべ
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きであろう。(以上の点，詳細については，堀江英一『産業資本主義の構造理論(改訂

版)~ 1962年，第2章および第3章壱参照。)

ところで，周知のように，レーニ Yはその後『帝国主義論」において，資本

主義の発展は産業資本の確立=士場段階以後，さらに自由競争段階と独占段階

という 2つの段階に区分されるベきことを示した(とくに， ~帝国主義論」第 7章

を参照)。もちろん，この段階区分が，工場段階以後の資本主義の発展の基本的

な経済的内容を正しく総括寸るものであることはし、うまでもない。しかし，そ

れにもかかわらず，古きに示したような視角からするとき，乙の自由競争段階

と独占段階とし、う段階区分が資本の直接的生産過程のどのような発展段階を基

礎とするものであるかという点は，かならずしも明確ではない。もちろん，レ

ーニゾは，独占形式の基礎には生産の集積の一定の発展段階の不可欠なことを

くり返し強調している(~帝同主義論』第 1 章吾参照)。 しかし， 生産の集積とい

う概念はあくまでも量的概念であれそれ自体が質的・段階的規定壱表現しう

るものではない。したがって，わたくしたちは，ここであらためて，独占形式

の基礎をなす生産の集積が，さらに内容的には，自由競争段階のそれとは異な

ったどのような質的に新しい資本の直接的生産過程の生成をはらんでいたのか

という問題を考えてみなければならない。 これによって， 資本主義の自由競

争段階と独占段階という 2つの発展段階を，資本の直接的生産過程の発展とい

うνーニ Y 自身の視角から， もう一度みなおすことができると考えるわけであ

る。(この点については，入江節次郎『帝国主義論序説~ 1967年，第 E章および第皿章

における指摘を参照。〕

その場合，まず考察の出発点となるのは， r資本論」第1部第13章「機械と大

工莱」における資本の直接的生産過程の規定すなわち工場の理解である。し、う

までもなく，それは，論理的にし、って『資本論』のもっとも具体的な資本の直接

的生産過程の規定である。しかし，あくまでも現状分析にもとづいた，現状の

ための論理体系である『資本論」は，その論理的規定の内容を，それが分析対

象とした現状の歴史的な発展段階によって規定されざるをえなかった。したが
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って. ~資本論」の内容は， 必然、的にそれが分析対象とした資本主義 (19世紀

中葉段階のイギりス資本主義)の発展段階すなわち自由競争段階の現状の発展段

階を反映せざるをえなかったのであれしたがってまた，そこにおけるもっと

も具体的な資本の直接的生産過程の規定も， おのずから自由競争段階(19世紀

中葉段階〕の現状の発展段階によって規定された， 自由競争段階におけるもっ

とも進んだ段階の資本の直接的生産過程の規定であったと考えることができる J

(堀江英一，前掲書，第 7章第2節参照)。しかし， もちろん3 当時寺の現状のもっと

も進んだ段噛を規足した「資本論」第 1部第13章自体から，このような歴史的

限界性を十分理解することは不可能である。ある現状の歴史的限界性は，現状

がさらに前進した段階に立って，はじめてよく認識しうるものだからである。

したがって. ~資本論』第 1 部第13章自体においては，むしろ前段階(第12章「分

業とマユュフアクチ L ア J) との対比における歴史的前進性のみが前面に現われ

ざるをえなかったのは，当然のと!:t/司たのである。

このような理解に立つ正き，これかちはじめに示したような意図を実現する

ために，きしあた町つぎのように課題を設定することができる。すなわち，ま

ず第lの課題は，自由競争段階の現状におけるもっとも進んだ段階の資本の直

接的生産過程が，現在の発展段階を基準としてみたとき，どのような歴史的限

界性をもっていたかをあきらかにすることである。とれによ勺て， ~資本論』

第 1部第13章における資本の直接的生産過程の規定を具体的に，すなわち一定

の歴史的限界性をもったものとして理解しなおすことができるであろう。さら

に第 2 の課題は，その上に立って~資本論』で規定されている発展段階から

現在の発展段階への展開が，具体的にどのような内容をもっていたかをあきら

かにすることである。これによって，独占形成の基礎としての生産の集積が生

みだす，自由競争段階のそれとは異なった，独占段階独自の資本の直接的生産

過程を規定することができるであろう。さしあたりこうして，資本主義の自由

競争段階と独占段階という 2つの発展段階を資本の直接的生産過程の発展とい

う視角からみなおす，という課題が果たされうると考える。(ただし，本稿で呆
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E 工業部門構成の展開

さて，これから以上の課題を果たしてし、〈場合，わたくしは，まずはじめに，

19世紀中葉段階(自由競争段階)から現段階にいたる問の工業部門構成の展開

とそこでの主導部門をあきらかにしておくこ主にする。これは，これから説明

する資本の直接的生産過程の展開の歴史的背景である。

まず，第1表は，主要工業部門が工業純生産総額に占める比重の推移を，イ

ギリア、とアメリカの場合について表示している。亡の表によると， 1850~70年

第1表主要工業部門の純生産額比重推移 (工業純生産総額=100)

険料時 1草叫ん時[ん
イギりス

1851 6.3 43.2 1.5 10.1 I 1.3 

1871 6.4 43.5 1.8 12.1 I 1.9 

1901 13.9 25.7 1.4 22.8 2.1 

1907 13.4 24.5 1.6 1.7 4.4 9.1 5.1 

1924 17.7 19.8 1.7 1.0 7.9 11.6 4.7 4.4 

1935 16.6 19.0 1.1 1.3 7.2 15.7 7.9 5.0 

1948 11.6 17.3 0.9 1.1 8.7 21.9 9.6 

アメりカ

1850 11.9 25.6 3.7 23 8.8 5.3 5.3 0.8 

1870 12.4 20.5 3.2 2.5 11.4 6.9 4.1 0.9 

一1880 14.5 24.5 2.5 2.3 18.5 3.3 2.9 

一1890 15.9 16.2 1.6 1.9 15.7 4.6 3.3 

1900 16.3 14.8 1.6 1.2 19.u 4.9 3.5 

1914 13.4 14.7 1.5 1.5 12.1 9.4 8.0 4.8 

J.927 13.2 16.4 1.0 1.8 12.9 12.0 9.2 5.8 

1939 14.4 12.8 0.8 1.2 15.3 12.0 7.3 5.5 

1947 13.0 14.4 0.7 1.7 14.4 16.3 7.2 5.4 

(賢料) Ho宜mann，W. G.. ThB G〆'owth01 lndustriat Eco何 m削 ω，1958，
邦訳『近代産業尭展段階論j(長洲一二，富山和夫共訳).第叫 41.42表より作成。
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(19世紀中葉)段階においては， イギリ旦でもアメリカでも繊維・衣料品工業

部門(表中 z欄)がもっとも主導的な地位を占めてL、た己とがわかる。しから

この点では，イギリ月の方がより一層象徴的』ここの事態を表現しており，アメ

リヵの場合には，すでにこの段階において金属・機械工業部門〈表中 5，_ 6， 7 

欄)が相対的に高い比重を占めているのが特徴である。 しかしこのような程度

の差異はあるにしろ，もっとも早〈産業革命をなしとげ，との段階における資

本主義の発展争中導しつつあった 2つの国では，いずれにしても繊維・友料品

工業部門がまだ工業部門構成での主導部門であったことはまちがし、ない。しか

も，この場合，いずれの国においても綿工業がその中心であったとは，すでに

周知の事実である。

さて，とのような19世紀中葉段階に特徴的な工業部門構成は r大不況」期

を経て，とくに1890年代以降，急速な変化をみた。すなわち，この時期以後，

一方では繊維・衣料品工業部門が急j車に比重の低下を示した。このことは，イ

ギリスの場合により一層顕著であった。これに対して， 19世紀中葉段階におい

てはまだ第2次的地位を占めていた金属・機械工業部門が急速な比重の上昇を

示したo この結果として， 1920年代以降においては，この金属・機械工業部門

が明確に工業部門構成の主導部門としての地位を占める lこいたったのである o

さらにまた，これとならんで，まだ全体に占める比重は高くないが，化学工業

部門(表中 8欄)が漸進的な比重の上昇を示してし、ることは十分注目に価する

乙とである。

と己ろで，このように工業部門構成を全体としてみれiば，いわゆる重化学工

業化として集約される傾向が貫いているのであるが，わたくしたちの目的のた

めには，さらに個々の工業部門の内部の発展傾向にまで立入らねばならない。

つぎに，第2表をみてみよう。この表は，繊維・衣料品工業部門，金属・機械工

業部門および化学一仁業部門における全要製品の牛産の成長推移をイギリ月の場

合について表示している。この成長指数の推移によってみると，まず繊維・衣

料品工業部門では，最主要製品である綿工業製品の生産が第 1次大戦壱さかし、
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第 2表主要工業製品生産の成長指数 (イギリスの場合 1913年~100)

(綿 1糸|ん|羊L糸 415l6  
7 

羊毛製品絹 品絹製品 人造絹糸

1851 30.3 25.8 29.8 28.6 176.6 185.6 

1871 55.4 51.0 55.4 51.8 246.5 242.6 

1891 76.5 71.9 77.0 75.4 213.6 242.6 

1901 72.0 70.8 80.0 78.1 116.6 214.0 
1913 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

1924 62.9 61.2 68.3 64.4 72.6 97.0 224.0 

1935 57.9 56.5 91.9 88.1 180.7 144.5 978.0 

1950 44.0 

|語8襲i童相 l船川内自LK4長214料

1851 13.9 13.1 12.2 52.4 46.1 

1871 38.8 33.3 31.6 26.5 66.8 

1891 58.9 54.6 62.9 74.0 63.0 

1901 71.6 69.0 79.6 92.0 85.0 

1913 lC日。 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

1924 86.5 91.1 71.3 62.2 300.0 99.3 368.9 

1935 90.8 92.6 25.4 52.7 918.1 76.4 652.2 

1950 149.3 214.4 52.4 I 1624.5 

(資料 Hoffm阻 n，W. G.， British Industり，1700-195，玖1955，Table 54， Part B より作成。

にして急速に減退しているのに対して. 20世紀に入って新しく登場した人造絹

糸が，絶対量ではまだわずかであるとはU、え，対照的に著しい増大を示してい

るのが特徴である。原料に対しての化学的処理をともなうこの新総浦住の登場は，

本来の繊維工業と化学工業の結合として，注目すべき新しい発展傾向である。

この傾向は，この表には表現されていないが，さらに第2次大戦後における合

成繊維の出現を考慮すれば，より一層明確に認識されるはずである。つぎに，

金属・機械工業部門の内部をみてみよう。 ここでは， なによりもまず輸送用

機械の内部における旧来の製品と新製品，すなわち船舶および鉄道用機関車・

車両と自動車(自動二輪車を含む)との対照的な発展傾向が注目される。ここで
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もやは旬. 20世粗の新製品の著しい増大がみられた。さらに，この表では鉄鋼

製品・機械としてー括されているが，この中でもとりわけ急速な発展をみたの

は，やはり新製品としての電気機械であった。こうして，さきに概観したよう

な全体としての金属・機械工業部門の比重の増大は，まさにその内部における

新旧製品の主導的地位の交代過程壱とおして進展したのである。最後に，この

ような新旧製品の主導的地位の交代は，化学工業部門の中にも貫いてげる。す

なわち，長い伝統をもっ油脂加工製品と19世紀末棄にはなぱなしく合成化学工

業時代の到来をつげた合成染料との対照的な発展の歩みは， このことを端的に

表現するものである o

ところで，いま工業を労働過程の技術的内容にもとづいて一般的に分類して

みると，大きし (1)化学的加工部門と(2)機械的加工部門という 2つの部門に区

分することができる o さらに， (2)機械的加工部門は.その内部を (2.1)単純変

形加工部門と (2.2)組立加工部門という 2つの領域に区分する乙とができる。

いうまでもなく，前者は素材を変形して単一の部分からなる製品に加工する部

門であり，後者はすでに変形加工を経ている多くの部分品をさらに機械的に結

合してより複雑な構造の製品に加工する部門である。そして，さらにこのよろ

な部門区分が，同時に，自然に存在する素材が種々の労働過程を経て完成品と

なり消費されるにし、たzまでの生産段階を表現しているととを理解することは

容易である。 とのととは， たEえば， (1)鉱石精錬→ (2.1)圧延→金属加工

(機械部分品加T)→ (2.2)機械組立という金属の一貫した流れの中に典型的に

示されるところである。(もちろん，すべての生産物がこのような生産段階のすべて

壱経過するわけではない。 あるものは中途段階を省略しうるし，またあるものは中途段

階ですでに完成品として消費に入りうる。 しかし，これらの諸段階壱逆行することはあ

りえなし、。)

さて，このような一般的な工業分類を念頭におきながら，さきの工業部門構

成における発展傾向を整理しておこう。そのまず第ーのラインは，機械的加工

部門に対する化学的加工部門の比重の増大である。このことの主要な内容は，
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1つには，突然繊維にかわる人造絹糸，合成繊維の出現，突然染料にかわる合

成染料の出現によって象徴されるような，一言でいえば新しい化学的合成素材

の出現による天然素材の代替であり，また 1つには，全体としての金属・機械

工業部門の発展によって規定される，伝統的な銑鉄・鋼鉄生産のより一層の発

展である。さらに第2のヲインは，機械的加工部門自体の内部における比重の

変化，すなわち組立加工部門の比重の増大である。このことは，すでにのべた

ように，自動車，電気機械という高度の組立加工品の出現によってその主要な

内容を規定されてしゅ。以上のような構成変化が，これからの説明の歴史的背

景である。

E 自由競争段階(;:おけ忍資本の直接的生産過程

さて，これから検討の対象となる資本の直接的生産過程は，いうまでもなく

2重の性格をもつものである。すなわち，それは，一面では具体的な生産物を

生産する労働過程であると同時に，他国ではその労働過程を手段とする価値増

殖過程である o このことは，資本の直接的生産過程壱規定する目的が可能なか

ぎり大きな剰余価値の生産〈資本の自己増殖)であることを意味すると同時に，

その現実的な可能性は労働過程のあり方によって決定されていることを示して

いる o ととろで，労働過程は，価値増殖過程の手段土なり，資本による労働力の

消費過程に転化するとき， 2つの独自的現象を呈する。すなわち，まず第1に， ， 

労働者はかれの労働の帰属者たる資本家の統制のもとで労働することになると

いうことである。さらに第2に，生産物は資本家の所有物であって，直接の生

産者である労働者の所有物ではなくなるということである。したがって，価値

増殖過程の手段となったこのような労働過程においては，労働過程それ自体と

しての社会化および社会的労働の生産力の発展は，すベて資本の下への労働の

実質的包摂の深化および資本の生産力の増大として現象せざるをえないわけで

ある。そしてさらに，このような結果の物質的表現が剰余価値生産の発展にほ

かならない。 これが，資本の直接的生産過程の内的なメカユスムである。(以
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上については， r資本論』第1部第5章およびマルクス「直接的生産過程の結果Jr資
本論綱要~，岩披文庫版， 182-189ベージを参照。)そこで， これから資本の直接的

生産過程の発展を検討しようとする場合には，わたくしたちは，まずなにより

も労働過程におけるどのような内容の社会的労働の生産力の発展が，資本制的

生産の条件の下で，どのようなメカエズムで資本の下への労働の実質的包摂の

画期的深化をもたらすととになるのか壱あきらかにしなければならない。すな

わち，わたくしたちは，ここではもっぱら剰余価値生産の発展のための現実的

基盤(実体)をあきらかにするわけである。 これが， これからの作業の具体的

方向である。

正ころで，こうして資本の下への労働の実質的包摂の深化の現実的基盤とな

る社会的労働過程は，つぎのような 1つの立体的組織によってになわれている。

すなわち，その第 1の側面は，過程的分業ないし水平的分業の側面である。こ

れは，直接作業の執行される局面での組織であり，作業組織とよばれるもので

ある。しかも，これは，社会的労働過程のまさに社会的性格を規定づける側面

であり，その意味で社会的労働過程の基底をなしている。さらに，その第2の

側面は，組織的分業ないし垂直的分業の側面である。これは，作業局面に対す

る管理体制を表現する組織であり，管理組織とよばれるものである o こうして，

社会的労働過程は，作菜組織と管理組織という 2つの側面壱もった 1つの立体

的組織によってになわれてu、るのである(藻利重隆『経営管理総論(新訂版)J1956 

牛， 271-276ベ ジおよび384ベージ)。しかし，これらの 2つの組織は，社会的労

働過程をになう不可分の構成要素であるとはし、え，社会的労働の生産力の発展

に対しては，相対的な独自性をもって作用しうるものである。たとえば，作業

組織自体はまったくおなじ発展段階にあコても，管理組織が変革されることに

よって，その社会的労働過程がまったく新しい社会的労働の生産力を付与され

ることは十分ありうるこ左である。したがってまた， このことによって，これ

らの 2つの組織が，資本の下への労働の実質的包摂の深化に対しでも，それぞ

れ相対的に独自的な作用をもたざるをえないことは当然である。
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さて，さらに社会的労働過程の作業組織は，これをもっとも大きく段階区分

すると，労働力(労働者)の編成を墓軸とする段階と労働手段の編成を基軸と

しそれに労働力の編成が従属的に結合させられる段階に分けられる。そして，

この 2つの発展段階を画すもっとも主要な契機は，いうまでもなく労働手段の

変革=作業機の成立であれこれによって社会的労働過程は工場としづ単位形

態壱とることになるのであるが，これから検討の対家となる社会的労働過程は

もちろん後者の段階の作業組織をその基礎としてU、るものである。ところで，

このような作業組織においては，全体としての作業組織とその構成部分として

の作業機との不可分の関係にもかかわらず，作業組織のまさしく組織的内容と

個々の作業機とは，やはり社会的労働の生産力の発展に対して，相対的な独自

性をもって作用しうる。たとえば，作業組織自体はまったくおなじ発展段階に

あっても，それを構成する個々の作業機が変革されることによって，その社会

的労働過程がまったく新しい社会的労働の生産力を付与されることは十分あり

うることである。したがってまた，さらにこれらの 2つの要因も，資本の下へ

の労働の実質的包摂の深化に対して，それぞれ相対的に独自的な作用をもたざ

るをえないのである。

以上でのベてきたことから，わたくしは，己こで，社会的労働の生産力の発

展を規定し， したがってまた，それによって資本の下への労働の実質的包摂の

深化を規定する主要な 3つの要因を抽出することができる。すなわち， (1)作業

組織， (2)作業機， (3)管理組織と L、う 3つの要因である。

さて，さきにのベたように，まずはじめには，自由競争段階のもっとも高次

の資本の直接酌生産過程すなわち工場が，現段階の視点からみて，どのような

歴史的限界性をもっていたかをあきらかにすることがわたくしの謀題である。

(そして，本楠では，さしあたりこの課題だけが果たされる。)その場合， 以上で抽

出した社会的労働退程における 3つの要因を順次検討しながら，この課題を果

，たしていくことにしよう。すなわち 3つの視点から，自由競争段階の士場の

歴史的限界性が問題にされるわけである。
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1 作業組織の発展段階

① 段階規定

第 102巻第5号

まずはじめに，作業組織の発展段階の視点から，自由競争段階における資本

の下への労働の実質的包摂の発展段暗，したがってまたこの段階における工場

の歴史的限界性を説明する。その場合，この関係を媒介する契機は，労働者の

作業内容の標準化(作業の単純化の第 l形態)とそれにもとづく作業の濃密化で

ある。

とにニろで， ここでははじめに，現在の発展段階を基準として，作業機の編成

(機械体系)を基軸とする作業組織の発展段階を説明しておくのが好都合であ

る。そこでまず， すでに経営管理論では通説になっている規定を整理すれば，

機械体系にもとづく作業組織には，大きく 3つの類型=発展段階があるという

ことができる。 すなわち， (1)方能職場作業組織ないし機種別職場作業組織→

(2)品種別職場作業組織→(3)流れ作業組織という 3つの類型=発展段階である。

(この点，詳細については，藻利重隆『流れ作業組織の理論J1946年，および同『工場

管理J1950年，第4章を参照。)

さて，まず第 1段階の作業組織は，文字通り作業機が機種別の分業をなして

配列されたものである。とれは 1つの作業組織が同時に多種類の特殊製品の

生産のために好都合であるように編成されたものであれ機能的には注文生産

型の，したがってまた多種少量生産型の作業組織である。これに対して，第2

段階の作業組織は，作業機が機種別の分業をなしながらも，さらにそれが作業

工程順に配列されたものであり，それによって労働対象がこれらの各段階工程

を順次に，迂回や逆行を生ずることなく前進せしめられていくように工夫され

ている。これは，すでに近似した少種ないし単種の製品の多量生産を目的とし

て編成されたものであり，機能的には市場生産型の， したがってまた少種多量

生産型の作業組織である。こうして，作業組織は，まず，第l段階から第2段

階への発展によって，多種少量生産型から少種多量生産型への発展を示してい

る。そこでいま，いわゆる大量生産の意味壱かならずしも厳密な意味での単種
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多量生産に限定せず，むしろ布場生産に対応するものとして広〈理解するとす

れば，わたくしたちは，この第 2段階の品種別職場作業組織の成立をもって，ま

ず第 1段階の大量生産型作業組織の成立壱位置づけることができるであろう。

ところで，この品種別職場作業組織の成立は，こうして一方では大量生産体

制の成立を示すと同時に，他方，それに編成された労働者に対しては作業の濃

密化勾画期的深化をもたらす。すなわち，まず機種別職場作業組織においては，

それを構成する作業機は，その機能的目的に規定されて多能作業機であり，労

働者はそれに結合されて多能的作業を要請されている o つまり， こ乙において

は， 労倒者は， 同じ作業機による作業だとはいえ， たえず作業内容を転換す

る必要に迫られているわけである o しかし，作業内容の転換は，必然的に作業

の継続に中断をひきおこす。したがって， この段階においては，労働者の作業

時聞の中にたえず空隙が生ずるのをさけることはできないのである。 ζれに対

して，品種別職場作業組織においては，それを構成する作業機は必然的に単能

作業機でなければならず，労働者はそれに結合されて同一内容の作業，すなわ

ち標準化された作業を継続的に反復することを要誇されている九ところで，作

業内容の変化が減少するにしたがって，作業の継続における中断が減少するこ

とはいうまでもない。したがって，この段階の作業組織におい℃は，労働者の

作業時間における空隙の縮少，すなわち作業の濃密化が画期的に前進させられ

ているというこ Eができる。(以上，作業の濃密化については， r資本論』第 1部第

12章第2節，青木文庫版第3分冊， 569-570ベ←ジを参照。)

さて，古ちに第3段階の作業組織へ進もう。この流れ作業組織の成立によっ

て，まず，大量生産型作業組織はより一層高い発展段階におし進められる。す

なわち，品種別職場作業組織では，作業機が作業工程順に配列されており，労

働対象はこれらの各工程を順次に前進せしめられてし、くわけであるが， しかし

労働対象が時間的にその前進を強制され，作業が規則的に反復されるための保

証はなんら付与されていなかった。したがって，各工程で作業の手待ちあるい

は滞留の発生する可能性がまだ多分に存在していたo そして，このような作業
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組織に残されているルーズさをさらに克服するために，必然的に成立してくる

のが流れ作業組織である。すなわち，流れ作業組織とは，品種別職場作業組織

にさらに作業拍節の均等化にもとづく労働対象の流れの時間的な強制進行性を

導入し，それをより一層高次の作業組織として完成したものということができ

る。そして，流れ作業組織自体は，さらに労働対象の流れの時間的な強制進行

性が客観的な手段，たとえば自動運搬機によって確保されるとき，そのもっとも

高い発展段階に達したということができょう。このような高次の作業組織とし

ての流れ作業組織が，すでに品種別職場作業組織に対して第2段階の夫量生産

型作業組織であることはいうまでもない。(以上，流れ作業組織については，さし

あたり能別重隆『工場管理~ 1950年， 160-184ベ ジを参照。)こうして，わたくした

ちは，大量生産型作業組織として，以上のように 2つの発展段階，すなわち品

種別職場作業組織の段階と流れ作業組織の段階とをもっということができる。

したがって，このような視点、からすれば，万能職場ないし機種別職場作業組織

は大量生産型作業組織への過渡段階として位置づけるととができるであろう。

わたくしたちは，冒頭に示した作業組織の 3つの発展段階壱大量生産体制の実

現としづ視点からこのように整理する己とができる。

ところで，流れ作業組織によるこのような大量生産体制の発展は，やはり他

方では，労働者の作業の投密化の画期的深化を内包している。すなわち，品種

別職場作業組織の成立は，同一内容の作業の反復・継続を生み出すことによっ

て，作業の濃密化を画期的に深化させたが，そこではまだ，個々の作業の反復

が相互に時間的に規制しあって継続されるということにはなってし、なかった。

個々の労働者は，自分の作業をまだ独自に反復・継続することができた。しか

し，流れ作業組織においては，労働対象の流れに時間的な強制進行性が付与さ

れることによって，その作業系列に組込まれた個々の労働者は，作業の反復・

継続を時間的に厳密に規制されることになった。すなわち，ここでは， もはや

労働者の意志によっ t作業の継続を中断させ，作業時間に空隙をつくることは

まったく不可能となわ個々の労働者は，それぞれおなじ作業拍節をもって，
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間断なく作業の反復を続けることを強いられることになったのである。ところ

で，このような流れ作業が成立するためには，さらにその前提として，労働者

の作業の標準化をより一層高次のものとして確立しなければならなかった。す

なわち，それまでに作業機の単能化によっておのずから到達されでいた作業の

標準化に加えて，さらに作業内容そのものの分析と要素的諸作業の標準的必要

時間の総合にもとづいた新たな内容の作業の標準化(標準的作業方法の形成)と

作業拍節の均等化を確立することが必要であフた。そして，このような作業の

標準化にもとづいてはじめて，さきにのべたような個々の労働者の時間的に厳

需に規定され?間断なき反復作業が可能になったのである。これが，琉れ作業

組織における作業の濃密化とそれを基礎づける作業の標準化の具体的内容であ

る。これによって，この段階の作業の濃密化が，品種別職場作業組織の段階の

それに対比して，さらに画期的に深化させられてし、ることはいうまでもなくあ

きらかである。(以との点については，藻利重隆『工場管理j1950年.193-2日8ベ ジ

を参照。)

ところで，このような作業の標準化E濃密化は，労働者が作業に対して自ら

の意志を作用させる余地，すなわち作業に対するかれの精神的力能をしだいに

奪い去ってしまうことを意味するものであり，それによって，労働者は資本が

自らを体現している作業組織に対してより強〈拘束されていくことを示すもの

に他ならなかった。したがって，以上で説明してきたような作業組織と作業の

潰密化の段階的発展過程は，同時にまた，資本の下への労働の実質的包摂の段

階的深化過程を示すものであったのである o

⑧ 自由競争段階の作業組織

さて，このような作業組織の発展段階を念頭におくとき，自由競争段階にお

けるもコとも進んだ段階の工場では，どのような段階の作業組織が成立してい

たであろうか。(ただし， これから自由競争段階ないし『資木論』段階の現実を説明

する場合には，すべてイギリスの現実が考慮きれている。)ところで，周知のように，

自由競争段階においてもっとも進んだ段階の機械体系を実現していた領域は，
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第 E章で示したようなこの段階の主導部門としての繊維・衣料品工業部門であ

り，とくに繊維エ業における紡績部門および織布部門であ勺た。そこで『資本

論」もまた，自らいう|もっとも発展した姿態」の機械体系の例として，乙れ

らの部門の機械体系を挙げているわけである cw資本論」第1部第13童第 1節，青

木文庫版第 3分冊 623-625ベージ)。 したがってまた， これらの部門では， 自

由競争段階におけるもっとも進んだ段階の工場が実現されていたと考えてまち

がし、ない。そこで，ここでは，まずはじめにこれちの部門，とくに紡績部門の

工場の場合を具体的に検討してみることにする。

ところで，との紡績部門は繊維で業における素材加工の最初の段階に位置し

ており，このことによって本来的に綿糸という規格化された製品の大量生産を

要請される条件をそなえていた。したがって，紡績工場においては，当初から，

混打綿工程→硫綿工程→練篠工程→粗紡工程→精紡工程とL、う連続する一系列

の段階諸工程をそれぞれになう各種の単能作業機が 1台の作業機能力に逆比

例:iる数の同種作業機の単純協業を構成しながら，工程順に配列されていた。

このような機械体系によって形成される作業組織が，まず少なくとも品種別職

場作業組織であったことはまちがし、ない。しかし，この作業組織は，さらに流れ

作業組織の段階巳まで到達していたであろうか。さらに，この点をみてみよう。

ただし，この点については，確実な証明がえられるわけではない。したがって，

さしあたり具体的な事態からの推定によらざる壱えない。そこで，そのために

は，当時のイギリスで典型的な単位紡績工場の内容を具体的に説明してみるの

が好都合である。当時の典型的な紡績工場は，まず 5~7 階建ての本工場とボ

イヲ一室，機関室壱含む付属建物からなれ付属建物に収容された蒸気機関に

よって，本工場の機械体系が統 的に運転される仕組みになっていた。さらに，

この機械体系自体は，実際には本工場の中で， 混打綿室， 硫綿室(統綿工程，

諒篠工程，粗紡工程を告白)および多数の精紡窒にわかれて収容されており， 普

通には混打綿宝，統綿室が本工場の 1階または地階争点め.精紡室は 2階以上

の諸階を占めていた。とれが，当時の典型的な紡績工場の機械体系の具体的な
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姿であったo (以上，紡績工場の説明は，堀江英 下イギリス紡績業における機械体

系の確立過程H経済論叢』第99巻第 l号， 45-50ベージによってい志。)さて， このよ

うな機械体系の具体的な叙述からすでに十分予想されうるように，この場合，

各工程にほぼ対応している各室(職場)の聞に， 労働対象の流れに対する時間

的な強制進行性が確立してし、たとは考えられない。もちろん，各工程の作業能

力が均衡を失しないように，各種の作業機の数量的編成を確立することによっ

て，労働対象の遅滞なき前進のための可能なかぎりの技術的条件を整備してい

た。 しかし， それに加えて， さらに意識的に労働対象の流れに時間的な強制

進行性が導入されていたとは考えられない。このことは，現段階の紡績工場を

思いうかべることによっても十分あきらかであろう。そして，実際にはむしろ

逆に，その作業系列の単純さのゆえに，ごのような労働対象の流れの時間的な

強制進行性を確立しなくても，各種作業機の数量的編成にもとづく各工程の作

業能力の均衡の確有によって，十分労働対象の遅滞なき前進を確保しえたとこ

ろに，この紡績工場の作業組織の特徴があったのである。すなわち，紡績工場

においては，品種別職場作業組織から流れ作業組織への発展は，それほど大き

な意義をもっていなかったということができょう。

しかし，このように作業系列が比較的単純な進行工業の場合に対して，複雑

な作業系列を内包している組立工業の場合には，作業組織の編成は社会的労働

の生産力の発展により大きな意義をもたざるをえない。つぎに，この組立工業

の領域の工場の作業組織をかんたんに対比しておこう。(進行工業と組立工業の

対比については，藻利重隆『経営管理総論(新訂版U1956年， 148-149ベージ参照。〕

19世紀中葉段階においては，組立工業は，具体的には主として生産財として

の機械製造業として存在していた。いま，その主要な品目を挙げれば，繊維機

械，蒸気機関・ボイラー，蒸気機関車・車両，船舶，農業機械など Cあるが，

その他に一般機械として総称される種々の産業機械の製造が己の部門に属して

いたことはいうまでもない。そして重要なことは， この段階においては，これ

らの機械の製造が総じて注文にもとづく多種少量生産として行なわれていたと
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とである。この段階の機械製造業に属する企業の支配的な姿は，専業製造業者

ではなくてJ、わば万能製造業者であった。したがって，このことは，当然これ

らの機械製造企業の工場における作業組織を，多能作業機の機種別j分業にもと

づく機種別職場作業組織の段階におしとどめていたのである。(この点は，すT

ι多くの労働問題研究者によって指摘されてし、る。 さしあたり，熊沢誠「イギリス機械

工業の労働組合(I)J r甲南経済学論集』第8巻第 5号，第z節を参照。〕このような機

械製造業における工場は. I9世紀中葉段階におけるもっとも進んだ段階の工場

としての紡績工場に対して，この段階におけるプリミティプな発展段階のもう

1つの工場類型巷なすものである。

しかし. 19世組中葉段階においても，組立一仁業の領域に属するすべての工場

が，その作業組織を機種別職場作業組織の段階におしとどめられていたわけで

はない。さきに挙げた機械の主要品目の中でも，織維機械や蒸気機関について

は，標準化された製品の少種多量生産への方向が進みつつあった。しかし，こ

の段階の組立工業の中で，例外的とはいえ， もっとも進んだ発展段階に到達し

ていたのは，軍用銃製造業であった。この部門では，とくに1850年代から70年

代のはじめにかけて勃発した一連の戦争(クりミヤ戦争，アメリカ南北戦争，普仏

戦争)によって小銃に対する大量需要がもたらされ， それに規定されて，すで

に標準化された製品の少種多量生産が実現されうる条件が与えられていた。し

たがって， この部門の工場では， この段階にすでに規格化された個々の部分

品の製造のために多種類の単能作業機が導入され，いわゆる互換性原理 (inte

rchangeable 'principles) にもとづく大量生産体制が成立していた。 すなわち，

ここでは，すでに品種別職場作業組織が成立していたのである。(この点につい

ては， Alltm， G. C.， Thl:- IndustriaJ Development 01 B附叫ngh'.l，隅 帥Jdthe Black Co-

附~try ， 1860-1927， 1929. pp. 185-191を参照。)しかし， この部門では， こうして

部分品加工のために単能作業機が導入され，それによって各種部分品加工のた

めの専用の作業系列が完成していたのであるが，他方では，それらを結合する

組立土程は依然として前段階の作業組織のままであった。すなわち，ここでは
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まだ，組立作業は，完成品に必要なすべての部分品を iつの場所に集中し，そ

こで 1つの完成品の組立てを順次遂行する， いわゆる静止組立法 C，L山田町y

assembly metllod)によっていた。そして，この場合にはまだ，個々の部分品加

工工程とそれらを結合する組立工程との問に，労働対象の流れの時間的な強制

進行性を確立しうるよヲな技術的基礎は成立しえなかったのであり，部分品加

工工程と組立工程とがそれぞれまだ犬きな相対的独自性争もって機能すること

になっていたのである n したがって，この部門における工場の作業組織は，す

でに品種目J職場作業組織の段階には到達していたが，それ以上に，さらに流れ

作業組織の段階には到達じえては」、なかったのである。しかも，組立工業にお

いては，このような発展段階の工場もまだ例外的存在であったのである。

以上で，紡績工場と組立工業の工場の作業組織をかんたんに説明してみたが，

いずれにしても， 19世紀中葉段階の工場におけるもっとも進んだ段階の作業組

織は，品種別職場作業組織すなわち第 l段階の大量生産型作業組織であったと

考えてまちがし、ない。したがってまた，わたくしたちは，ここで r資本論』

で規定されている「もっとも発展した姿態」の機械体系といえども，現段階的

な視点、からすれば，実際には品種別職場作業組織の段階の大量生産を実現する

機械体系であったことを理解する己とができるであろう。

ところで， さきに一般的規定として説明したように， 作業組織の発展は大

量生産体制の発展であると同時に，労働者にとっては作業の濃密イじの発展であ

れ資本の下への実質的包摂の深化にほかならなかった。したがョて，以上で

あきらかにしてきたような19世紀中葉段階の工場における作業組織の発展の歴

史的限界性は，とりもなおさず，当時における労働者の作業の濃密化と資本の

下への実質的包摂が，現段階と対比すれば相対的にまだ低次の段階におし左ど

められていたこと壱示すものに他ならなかったのである。

2 作業機の発展段階

①段階規定

さらに，前頃でのベた作業組織の構成部分である個々の作業機の発展段階の
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視点から，自由競争段階における資本の下への労働の実質的包摂の発展段階，

したがってまたとの段階における工場の歴史的限界性を説明する o この場合，

この関係壱媒介する契機は，労働者の作業の小用化(作業の単純化の第2形態〉

である。

ところで，ここでもまずはじめに，現在の発展段階を基準として，かんたんに

作業機の発展段階を説明し，それにもとづく作業の不用化の発展段階を見通し

ておくのが好都合である。(ただし，ここでは，作業の不用化そのものが作業機の発

展段階の区分指標であるJ

台て，主ず作業機の成立によって，一般的に，労働者の機能が道具の操作か

らそれ自体が客観的な 1つの運動体である作業機の操作へ転化する己とはし、う

までもないが，さらにこの作業機の操作のために必要とされる労働者の機能の

程度は，作業機の種類とその発展段階の相違によって，実際にはかなり大きな

差異をもっている。しかし，作業機の現実の発展方向が，このような労働者の

機能の必要の漸進的減少にあることはうたがし、なし、。したがって，このような

発展は，ついには，作業機自体および労働対象の状態に対する眼による監視と手

による修正という作業壱のぞいて，作業機の運転そのものに必要なすべての恒

常的な反復作業が自動化される段階をもたらす。すなわち，この段階において

は，作業機は労働者の働きかけを必要としないで，自動的に連続的運転を続け

うるわけである。これは，作業機のいわば第 1の完成段階としての自動作業機

の段階である。これに対して，それにし、たる種々の段階は1 総じて不完全自動

ないし半自動作業機の段階とよばれるべきものであろう。

しかし，作業機の発展は， もちろん，このような自動化によっ 1完了するわ

けではない。すなわち，この段階においては，作業機の運転のための恒常的な

反復作業はすべて労働者の機能から解放されているが，運転中の作業機および

労働対象に絶えずおこヮてくる状態変化を監視しそれに適宜修正を加えるとい

う作業は依然として労働者に残されていたυ したがって，作業機の発展は，さ

らにとの残された領域からも労働者の機能を追放しなければならなかった。そ



19世紀中葉における資本の直接的生産過程 (437) 115 

して，これが完成したとき，作業機は運転のための恒常的な作業でも，監視・

修正という作業でも労働者を必要としなくなるのであれその第2の完成段階，

つまりその発展の最終段階に到達したということができる。これは，いわば自

動制御作業機の段階というべきものである。この段階においては，すでに作業

機は自らの運転状態を自らの力で修正してU、く能力を獲得しているわけであれ

他方，労働者の点は作業機に対する積極的な作業機詣を完全に喪失し， もっぱ

ら作業機の運動状態を監視するだ吋の，まったく消極的な作業機能をになうも

のと化されてしまっているのである。(以上司点については，手嶋正毅『日本国家

独占資本主義論~ 1967年，第 5章を参照。)こうして， 作業機の発展は， 一般的に

それに対する労働者の働きかけの必要がどれほど不用化されているか仁応じて，

大きな 3つの段階1=整理する土とができるのである。

とごろで~のような作業の不用化は，労働者が作業機の運転に対してもつ

裁量権，すなわち作業に対するかれの精神的力能がしだし、に喪失していくこと

を意味するのであり，換言すれば，それは作業機に対する，したがってまたそ

れによって体現された資本に対する労働者の地位の漸進的低下を示すものに他

ならなかった。したがって，以上で説明してきたような作業機と作業の不用化

の段階的発展過程は， とりもなおさずまた，資本の Fへの労働の実質的包摂の

段階的深化過程を示すものであったのである。

② 自由競争段階の作業機

さて， このような作業機の発展段階を念頭におくとき，自由競争段階におけ

るもっとも進んだ段階の工場では，どのような発展段階の作業機が成立してい

たであろうか。こ己でもやはり，この段階においてもっとも進んだ段階にあっ

たと考えられる紡績工場の場合を検討してみよう。

ところで，紡績部門は，さきにものべたように繊維工業における素材加工の

最初の段階に位置しており，このことによって本来的に綿糸としづ規格化され

た製品の大量生産を要請される条件の下にあっ lた。したがって，紡農工場には，

当初から一連の諸工程で単能作業機が導入されていた。しかし. 19世紀中葉段
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階になると，さらにこれらの諸作業機(混打綿機，杭綿機，練篠機，粗紡機，精紡機7

はすでに労働者の巨常的な働きかけを借りずに連続的に運転を続ける段階にま

で到達しており，労働者には，もっぱら作業機および労働対象の状態を監視し，

適宜それらに修正壱加えてやるという作業だけが残されていた。たとえば，も

っとも複雑な技術的内容をもっ精紡機についていっても， ーたん労働対象(粗

糸)をセットされた作業機はまったく自動的に運転を続けうるのであり， 労倒

者には，作業機の調子を整えること(紡調)，切れた糸を繋ぐこと(糸繋ぎ)およ

び糸を捲きとる木管をとりかえること(玉揚げ7とし寸， 作業機の運転継続の

ために適宜必要となる監視・修正作業だけが残されていた。(以上の点，詳細に

は，堀江芙 ，前掲論文を参照。)こうして， この段階の紡績工場壱構成する諾作

業機は，全体として自動作業機の段階に到達していたのである。そして，これ

が，との段階における作業機正ぞれに対応する作業の不用化の発展のもっとも

進んだ姿を示していたことはまちがし、なL、。

ところで， r資本論』は，自動ミューノレ精紡機や滑台が自動式となった旋盤，

さらには自動停止器つぎの精紡機や織機を例としながら，当時の作業機の発展

段階をつぎのように総括している

，c機械の)全体系はたとえば蒸気機関によって運転されていても，個々の

道具機が特定の運動ー・・・田のためになお労働者を利用したれあるいはまた，

機械の一定部分がその作業壱行うために道具とおなじように労働者によって

操作されねばならぬことも，ありうる。作業機が原料の加工に必要なすべて

の運動を人聞の助力なしに行い，そしてもはや人間の後援を要するにすぎな

くなるや否や，それは機械の自動体系である。J(~資本論」第 1 部第13章第 l 節，

青木文庫版第3分冊， 623-624ベ ジo 丸カヲコ内および傍点は引用者。)

こうして r資本論』もまた，この当時のもっとも進んだ段階の工場での作

業機が，まさに「もはや入院の後援壱要するにすぎなくな」った作業機， すな

わちわたくしたちのいう自動作業機の段階に到達していることを確認している

こと占fわカ3 る。
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しかし，このような『資本論』段階のもっとも進んだ発展段階の現実と対比

しても，現段階はさらにそれよりも質的により高い発展段階を経験している。

すなわち，現段階においては，自動作業機によってはまだ労働者の機能から解

放されえなかった作業機および労働対象の状態の監視・修正作業が，さらに作

業機自体によって果たされる段階に到達しているからである。つまり，自動制

御作業機の成立とそれによるより一層高次の段階の作業の不用化が進んでいる

のである。したがって，このような現段階的視点からみれば， ~資本論」段階

のもっとも進んだ発展段階の作業機といえども，まだ一段階プリミティプな発

展段階にあッたということができる。さらにまた，このような視点からすれば，

『資本論』のいうもっとも進んだ段階の作業機といえども，やはりまだ人聞の

後援を必要としていたのであるというべきであろう。そ Lて，このような作業

機と作業の不用化の発展段階が，さらに，資本の下への労働の実質的包摂を，

現段階と対比して相対的にまだ低次の段階におしとどめることになっていたこ

とはすでにあきらかである o

3 管理組織の発展段階

① 段階規定

最後に，管理組織の発展段階の視点から，自由競争段階における資本の下へ

の労働の実質的包接の発展段階，したがってまたこの段階の工場の歴史的限界

性を説明する。この場合，この関係を媒介する契機は?資本の労働者に対する

作業管理(指揮・統制)の強化にほかならない。

さて，ここでもまずはじめに，現在の発展段階を基準とした管理組織の発展

段階を説明し，労働者に対する作業管理の強化の発展段階を見通しておくのが

好都合であろう o ところで，管理機能は，労働過程の社会化を前慢としてはじ

めて目立的な機能とな色ものである。すなわち，個人的労働過程の場合には，

いうまでもなく 1人の人聞が自らの頭脳で目的・計画を設定し，神経系統によ

ってそれを手足に伝達し，みずからの千足でそれを執行する。つまり，作業に

必要な諸機能はすべて一個人のうちに一体化されているわけである。しかし，
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多数の人間の協業が成立し，労働過程が社会化されると，一個人のうちに未分

化の状態で結合されていた諸機能が分化して自立的なものとなる。そして， こ

の場合， なによりもまず頭脳による目的・計画設定機能(作業意志の決定にかか

わる機能)が管理者(経営主〕の機能として自立化してくる。 しかし， 作業が

手工業的に行われている段階においては，作業意志の執行にかかわる一切の諸

機能はまだ労働者，とくに熟練労働者の作業機能の中に結合されたままであっ

た。熟練労働者は，引受けた計画をさらに「し、かに作るか」という段階にまで

具体化し，それを自らの責任において執行したのであり，このことによって，

頭脳による計画具体化の機能，神経系統による計画伝達と注意力行伎の機能お

よび手足による執行機能(狭義の作業機能)をまだ未分化のまま結合していた。

つまり，この段暗においては，管理機能はまだ確立してはいなかりたのである。

ところで，作業機の導入は熟練労働者の作業機能そのものを2 主観的で複雑なも

のからしだし、に客観的で単純なものに転化することによって，同時に熟練労働

者の種々の機能を分解する。すなわち，熟練労働者のもっていた計画具体化の

機能および計画伝達と注意力行使の機能が，単純化された個別的諾作業を全体

的に調整するための機能として自立し，さらに管理者の手に移行していくので

ある。しかし，作業機が導入されても，それがまだ多能作業機である段階にお

いては，すなわち機種別職場作業組織においては，このような熟練労働者の諸

機能の分解と管理機能の自立化は，まだ未完成であった。すなわち，この段階に

おいては，労働者はすでに作業機運転者に転化していたとはし、え"やはり多能

的作業を要請されており， したがって新たな姿態の熟練労働者として再生産さ

れでいたからである。しかし，単能作業機の成立は，熟練労働者の諸機能の最

終的な分解と管理機能の確立に導しこれによって，他国では，労働者はもっ

ぱら単なる作業機能だけをになうものに化すことはいうまでもない。こうして，

単能作業機の導入を幽期としてはじめて，管理機能が作業機能から完全に分化

レ，確立する ιとになるのぜある。

ところで，乙のような管理機能が確立した段階をそれ自体としてみてみれば，
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一方では，作業にかかわる精神的力能がすでに労働者自身から分離され，管理

者へ集中されるのであるが，他方では，その多くの部分がまだ管理の末端責任

者である現場管理者の段階に集中されているにとどまり，作業執行の管理にか

かわる広範囲の機能がかれによってになわれていた。とりわけ，計画具体化と

いう管理のための準備機能および計画伝達と注意力行使機能〔指揮統制機能)

とし寸直接の管理機能Eが，同時に現場管理者自身によって担当されてし、た。

すなわち，直接の管理機能からの管理のための準備機能の分化はまど進んでい

なかったのである。しかし，このことは，現場管理者の能力を分散させ，その

もっとも中心的な機能である指揮・統制機能を相対的によわめるものであった ω

したがってまた，それは必然的に，工場主から労働者への作業管理の惨透をま

だ不完全な段階におしとどめ昌作用をするものであ司たのである。

しかし，社会的労働過程の発展が管理の合理性，計画性に対する要請をつよ

め，管理のために必要な計画・準備業務を量的にも質的にも増大させるとき，

この機能はもはや現場管理者自身によっては担当しえない事態が生ずる。そし

1て，現実にこのような事態の発展に対してもっとも大きな契機を提供しだのは，

流れ作業組織の成立であった。すなわち，本章1で説明したように，流れ作業

が成立するためには，その前提として，作業そのものの分析と要素的諸作業の

時間研究による作業の標準化と作業拍節の均等化を確立しなければならなかっ

たが， このような新たに必要となってきた管理のための計画・準備業務(具体

的には，工程計画の作成)は， もはや個々の現場管理者自身にまかせうるもので

はなくなったのである。そこで，このような管理のための準備機能は，いまや

現場管理者の指揮・統制]機能から自立化され，管理者補佐としての見タクフに

よって担当されることになる。これによって，乙れまで広範囲の機能をになっ

ていた現場管理者は，もっぱら指揮・統制としづ直接の管理機能に専門化し，他

方，これまでかれのになってし、た精神的力能の多く』おさらに上位の管理段階

に付属するスタッフ部門に統一的に集中されることになるわけである。そして，

このような管理のための準備機能の集中化が，同時にz 必然的に現場管理者の
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中心的な機能である指揮・統制機能壱強化し，したがってまた，工場主から労

働者への作業管理の惨透をより一層完全なものにすることはし、うまでもない。

そこで，以上のような管理機能の分化の発展段階を前提として，わたくしたち

は，現実的な 2つの類型=発展段階の管理組織の成立を理解することができる。

すなわち，第 1は，まだ管理機能自体の内包する諸機能の水平的分化が進んでお

らず，したがって管理に関する責任が一括的に上位者から下位者へ委任されて

いる段階の管理組織としての，いわゆる単純な直系(ライン)組織 (l，ineorgani 

zation)である。さらに，第2は，すでに前段でのべた 4うな管理機能白体の水

平的機能分化が進んだ段階の管理組織であり，しかもその場合に，あくまでも

前段階で確立されている上位者から下位者への単線的な命令系統(ライン部門)

を保持しながら， さらにそのヲイン部門の管理機能の行使が管理のための計

画・準備業務をもっぱら担当する部門(スタッフ部門)によって補佐される、ンス

テムを確立した管理組織としてのいわゆる参謀部制直系(ライン アンド・スタ

マフ〕組織(lineand staff organization)である n こうして，現在の発展段階づら

基準としてみれば，わたくしたちは，現実的な管理組紙の 2つの類型=発展段

階壱理解することができる。 そして， これが， 内容的にはまさしく管理機能

の集中化の，したがってまた資本から労働者への作業管理の強化の 2つの発昆

段階であったととは，土で説明してきたとおりである。(以上の点については，

藻利重隆『経営管理総論(新訂版) ~ 1956年，第7章および第8章を参照。)

⑧ 自由競争段階の管理組織

さて，このような管理組織の発展段階を念頭におくとき，自由競争段階にお

けるもっとも進んだ段階の工場の作業組織は，どのような段階の管理組織によ

って統括されていたのであろうか。やはりことでも，前項までの説明に対応さ

せるために，さしあたり紡績工場の場合をみてみることにする。

ところで，この紡績工場の管理については，発展段階を異にする 2つの類型

の体制Jが存在してし、たことが Fでに分析されてし、る。すなわち，当時のイギリ

スには， ，精紡機の種類のちがし、によって， ミューノレ型工場およびアークライト



19世紀中葉における資本の直接的生産過程 (443) 121 

型工場という 2つの類型の紡績工場が存在していたが，このうち，まずアーク

ライト型工場の全工程とミューノレ型工場の精紡工程を除〈全工程では，自動作

業機の導入によって作りだされた多数の不熟練労働者が各工程ごとに監督(現

場管理者)によって直接統括される関係ができ上っていた。 すなわち， ここで

は，すでに管理機能と作業機能との分化が完成し，作業執行の管理にかかわる

一切の機能が工場主より責任を委任された監督によって直接掌握される体制が

でき上っていたのである。 これに対して， ただ 1つミューノレ型工場の精紡工

程においては，作業機の完全自動化がその他の諸工程の場合にくらベて相対的

に遅れた (183口年代にいたってようやく普及をみた)ことに規定されて， との段階

においても熟練労働者(精紡工)が残存しており，かれは自ら作業をする(精紡

機運転)とともに，かれと組作業をする不熟練補助労働者(糸繋でおよび掃除工)

の作業を管理するという関係ができ Eっていた。たしかに， この工程におい

てもすでい監督の存在はみとめられるのであるが，ここでは実質的な作業に対

する管理機能は，ま F自らも作業する熟産車労働者の掌中にあった。すなわち，

ここでは，まだ完全な管理機能の分化にまでは到達しておらず，工場主が監督

をとおして管理機能を直接掌握する体制jはでき上っていなかったのである。こ

うして，この段階の紡漬工場においては，発展段階を異にする 2つの類型の管

理体制が同在していたのである。(以上の点については，堀江英一「アークライト型

紡績工場J~経済論叢』第10C巻第 2 号， および同「ミ Z ーノレ型紡績工場Jr経済論叢J

第101巻第 5号による。)

ところで，さしあたりここでは，まだ手工業生産の段階の管理体制を完全に

はねけきっていないミューノレ型工場の精紡工程の場合をしばらくおき， この段

階におけるもっとも進んだ発展段階にあったと考えられる前者の場合をみてみ

ると，この管理体制j自体が現在の発展段階からみればまだプリミティプな内容

のものであった。 すなわち，さきにも説明したように，ここではたしかにすで

に管理機能と作業機能の分化は完成していたのであるが，管理機能自体の内容

のそれ以上の分化は進んでいなかった。ここでの監督は，まだ作業執行の管理
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にかかわる一切の機能を一身にになっている，いわゆる万能職長であった。し

たがって，ここで成立していた管理組織は，まだわたくしたちのいう単純な直

系組織段階のそれであったというごとができるであろう。

さて， このような現実の発展段階を理論的に反映してぜ、ると考えられる『資

本論』は，このことをつぎのように総括してし、る一一

|生産過程の精神的力能(管理機能一一引用者)が手労働(作業機能一一引用

者)から分離するというらこと， および，この力能が労働に対する資本の権力

に転イじするというととは，すでに以前に示唆したように，機械を基礎として

建てあげられた大工業において完成される。J (~資本論」第 1 部第四章第4 節，

青木文庫版第 3分冊， 685ベ デ 0)

「労働手段の芹ーな歩調への労働者の技術的隷属と男女両性お主び種々の

年令の個々人からなる労働体の独向的構成土は兵営的規律を生み附すのであ

って，この規律は発達して完全な工場体制となれすでに以前にのベた監督

労働を，つまり，同時に手労働者と労働監督者とへの 産業兵卒と産業下

土とへの 労働者分割壱，完全に発展させる。J (向上書，回6ベージ。)

こうして r資本論』は，この点については， もっぱら工場の確立にもとつ

く管理機能と作業機能の分化の完成を規定している。しかし，ここでは，工場

の確立以前の段階と対比しての前進性は十分あきらかに示されてあるとしても，

現段階と対比して当時の段階がもっていた歴史的限界性はまったく理解されよ

うがない。しかし，これは，まえにものべたように，あ〈までも現状分析にも

とづく現状の論理体系として，当時のもっとも進んだ発展段階の現状を理論化

している『資本論』が当然負わねばならない制約であった。自らがし、ま立脚し

ている現状そのものの歴史的限界性は，現状がさらに発展した段階ではじめて

完全に認識できるものだからである。 したがって， わたくしたちは， ここで

もやはり，現段階的視点から， r資本論』の規定を 1つの歴史的限界性壱もっ

たものとして具体的に理解しておくことがゆるされるであろう。 すなわち，

『資本論』で示されている労働監督者は，まさに作業執行の管理に関する一切



19世紀中葉における資本の直接的生産過程 (445) 123 

の機能をになった万能職長としての現場管理者であったのであり，またそこで

示されてし、る兵営的規律=工場体制は，わたくしたちの表現をつかっていえば，

単純な直系組織段階の管理組織をその具体的内容としていたのである。そして，

このような段階の管理組織が，工場主から労働者への作業管理の惨透をまだ不

完全な段階におしとどめるものであったことは，すでに説明したとおりである。

lY小括

以上では3 現在の発展段階を前提としながら，もっぱら自由競争段階~ r資
本論」段階におけるもっとも進んだ段階の資本の直接的生産過程すなわち工場

が，どのような歴史的限界性をもっていたのかをあきらかにしてきた。その結

果y 自由競争段階の工場は，社会的労働過程の発展を規定する九つの要因，す

なわち. (1)作業組織. (2)作業機. (3)管理組織のわずれの視点からみても，現段

階よりも一段階低次の発展段階にあり，したがってそれらの要因によって決定

される資本の下への労働の実質的包摂も，必然的に現段階より一段階低次の発

展段階におしとどめられざるをえなかったことがわかった。そして，このこと

は，同時に，この当時の現状のもっとも進んだ発展段階を自らのもっとも具体

的な論理的規定として反映していると考えられる「資本論」第 1部第13章の内

容を，あらためて，一定の歴史的限界性をもったものとして，したがってまた

現段階からみれば相対的に抽象的な論理的規定を表現するものとして，理解し

なおすことを可能にするものであった。

ところで，以上のような結論は，おのずから，現段階=独占段階は，自由競争段

階とは発展段階壱異にした，それ独自の資本の直接的生屋過程をもち，そこで

は質的に新しい内容の資本のー卜への労働の実質的包摂の深化が展開されていlる

ことを意味する。そして，この己との抽象的な見通しは，すでに本稿第E章の各

項で与えられてL、る。したがって，わたくしは，さらにこのような新しい資本の

直接的生産過程の成立が，具体的にどのような内容をもっていたのかをあきら

かにしなければならなし九これは，残された課題である。 (1968年 9旦26日〕


